
令和 7 年４月から改正 

介護休業利用者は雇用者のうちの11.6％

にすぎません。しかし介護離職者は年 10 万

人を超えています。その平均年齢は 49 歳だ

といいます。厚生労働省は 2025 年 4 月より

中小企業が介護休業中の社員に代わる人員

を補充したり、業務を代わる同僚に手当て

を支給したりする際の補助金を増額します。 

介護休業の支援については社員への情報

提供などを企業に義務付ける法律が 4 月に

施行されることを踏まえ、介護休業を取得

しやすい環境を整え、労働力の流出を防ぐ

施策です。 

介護休業の助成金 

 現在の介護関連の助成金に「介護離職防

止支援コース」と「介護両立支援助成金」が

ありますが、令和 7 年度に増額が予定され

ているので紹介します。 

① 介護離職防止支援コース……「介護支援

プラン」を作成し、職業と家庭の生活がで

きる職場環境づくり」を行う事業主を支

援します。現在は介護休業取得時、職場復

帰時にそれぞれ 30 万円が支払われます。 

今回の改正点は業務代替をした同僚に

介護休業が 5 日以上で 5 万円、新規雇用

で 20 万円のところを同僚への手当は 10

万円、新規雇用は30万円に改定されます。

また、利用日数に応じて増額する仕組み

も作られます。 

改正後は 

・合計 5 日以上の介護休業を取得して復帰

した場合取得時・復帰時セットで 40 万円。 

・合計 15日以上の介護休業を取得して復帰

した場合、取得時・復帰時セットで 60 万円。 

・短時間勤務を 15 日以上利用した社員、新

たに同僚に手当て 3 万円が支給されます。 

② 介護両立支援制度……介護のための柔

軟な就労形態（所定外労働の制限、在宅勤

務制度、時差出勤制度、法以上の介護制度、

深夜業の制限、フレックスタイム制、時短

勤務、介護サービス費用補助）の制度導入

は、現状は制度を 1 つ以上導入、合計 20

日間利用した場合に30万円が支給されま

すが、改正後は制度導入数と休業日数で

金額が変わります。 

・制度 1 つ導入、20 日以上利用で 20 万円 

・制度 1 つ導入、60 日以上利用で 30 万円 

・制度 2 つ以上、20 日以上利用で 25 万円 

・制度 2 つ以上、60 日以上利用で 40 万円 
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介護休業、中小企業に 

取得促す方針と助成金 

対象労働者への制

度説明や取得の意

向確認等が義務付

けされるので、就業

環境整備を行いま

しょう 
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